
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

      期末配当予想につきましては、現時点では未定であります。  

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  20,111  △13.7  △4,524  －  △4,436  －  △2,946 －

22年３月期第１四半期  23,298  △16.1  △5,388  －  △5,698  －  △3,414  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △12.98  －

22年３月期第１四半期  △15.04  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  188,940  48,976  24.8  206.66

22年３月期  206,608  54,132  25.2  229.00

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 46,904百万円 22年３月期 51,974百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭   円 銭   円 銭  円 銭  円 銭  

22年３月期   －  0.00  －  4.00   4.00

23年３月期   －

23年３月期（予想）  0.00  －  －   －

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  55,000  △12.7  △7,300  －  △8,000  －  △5,000  －  △22.03

通期  165,000  △4.7  3,000  △9.7  1,000  △44.8  500  △48.5  2.20



４．その他 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規  － 社 （社名          ）    除外  － 社  （社名          ） 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 (1)本資料の業績予想は、当社が発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と大きく異なる可能性があります。 

 (2)平成23年3月期の期末の配当予想については、現時点では未定のため開示しておりません。配当予想を決定しま

したら速やかに開示いたします。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 227,637,704株 22年３月期 227,637,704株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 676,112株 22年３月期 674,530株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 226,962,201株 22年３月期１Ｑ 227,013,091株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国の経済は、一部の業種で業績の回復が見られるものの、公共投資の削減や為替の円

高基調は続いており、全体の景況感は依然として厳しいまま推移いたしました。重電業界におきましても、国内外に

おける競争激化により、非常に厳しい経営環境が続いております。 

 このような情勢の中、当社グループでは全社的な原価低減、固定費削減に努めると同時に、中期経営計画「Ｐ

ＯＷＥＲ５」で掲げる成長・新事業の強化に向けた施策に取り組んでおります。 

 当第１四半期の経営成績は、売上高が 百万円（前年同期比 百万円減）となりました。損益につき

ましては、営業損失は 百万円（前年同期比 百万円改善）、経常損失は 百万円（前年同期比 百

万円改善）、当期純損失は 百万円（前年同期比 百万円改善）となりました。 

  

 セグメント別の状況は次の通りです。なお、売上高につきましては、セグメント間の取引を含んでおります。 

  

【社会システム事業分野】 

 前年度受注が低迷したことによる影響等により、売上高は前年同期比21.9％減の 百万円となりました。 

  

（社会システム事業関連） 

 工場やビルなど民間のインフラ需要は回復の兆しが見えるものの、公共投資の削減、他社との競争激化など

により事業環境は厳しい状況が続いております。 

 このような中、国内でメガソーラー（大規模太陽光発電）物件の受注、政府のスマートグリッド（次世代電

力系統網）の実証研究への参画などに積極的に取り組んでおります。 

  

（水・環境事業関連） 

 公共投資の削減や新たな浄水場・下水処理場建設の減少、他社との競争激化などにより事業環境は厳しくな

っております。 

 このような中、浄水場、下水処理場向け電気設備の新規及びリプレース物件の受注への取り組みを強化して

おります。また、下水、排水処理用セラミック平膜を開発し、販売に向けて検証を進めるなど、新たな事業展

開へ向けた施策に積極的に取り組んでおります。 

  

（海外事業関連） 

 円高基調により受注環境は厳しい状況が続いております。 

 このような中、シンガポールのマイクログリッド（小規模分散電源）の実証プラントを一括受注しました。

また、太陽光発電用変換装置（パワーコンディショナ）の販売拡大にも積極的に取り組んでおります。 

  

【産業システム事業分野】 

 モータ、インバータや半導体関連などの市場で需要が回復基調にあり、売上高は前年同期比9.2％増の 百

万円となりました。 

  

（コンポーネント事業関連） 

 モータ、インバータや半導体製造装置の市場では需要が順調に回復しておりますが、価格競争も激しさを増

しております。このような状況の下、更なる生産効率の向上、コスト削減、次世代製品の開発に積極的に取り

組んでおります。 

  

（動計・搬送事業関連） 

 自動車メーカー向け試験装置の分野はいまだ厳しい状況が続いておりますが、電気自動車・ハイブリッド車

用評価システム「ＥＶＲＥＶＯ（イーブイレボ）」等の国内外への拡販に取り組んでおります。また、搬送分

野においては、フォークリフト用モータ・コントローラ、簡易型ＡＧＶ（無人搬送車）キットの拡販に取り組

んでおります。両分野とも、今後、中国、タイへの拡販体制強化を加速し、受注拡大を図ります。 

  

【エンジニアリング事業分野】 

 メンテナンスサービスの需要は回復基調にあり、売上高は前年同期比1.9％減の 百万円となりました。 

 お客様の老朽化設備の延命化・更新のニーズは高く、通常の点検等のメンテナンスに設備診断サービスを付加

し、お客様にメリットある提案活動に積極的に取り組んでおります。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

20,111 3,186

4,524 864 4,436 1,262

2,946 468

11,190

4,743

1,937



【不動産事業分野】 

 業務・商業ビルThinkPark（東京都品川区大崎）を中心として保有不動産の賃貸事業を行っており、売上高は

前年同期比0.1％増の 百万円となりました。 

  

【その他の事業分野】 

 その他の製品販売、従業員の福利厚生サービス、化成製品等を提供する事業等、報告セグメントに含まれない

事業であり、売上高は前年同期比15.2％減の 百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」といいます。）比 百万円減少し、

百万円となりました。  

 流動資産は、前期末に計上した売上債権の回収が進み受取手形及び売掛金が減少するなどし、前期末比

百万円減少し 百万円となりました。 

 固定資産は、保有する上場株式の市場価格下落に伴い投資有価証券の評価額が減少し、前期末比 百万円

減少の 百万円となりました。 

 負債は、仕入債務及び借入金の減少等により前期末比 百万円減少し 百万円となりました。 

 当第１四半期末の純資産合計は、評価・換算差額金等が減少し、四半期純損失の計上及び剰余金の配当に伴い

前期末比 百万円減少して 百万円となりました。この結果、自己資本比率は前期末の25.2%から24.8%

となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社グループの事業は、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、地方自治体向けの上下水処理設備等におい

て、年度末に売上が集中する傾向がございます。そのため、第１四半期につきましては、売上高は年間の数値に

対して相対的に低い水準にとどまり、また損益についても大幅な損失を計上しておりますが、業績は概ね予想通

り推移しており、平成22年5月13日に公表いたしました業績予想については、第２四半期累計期間、通期ともに

変更はありません。 

  

(1）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

(2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 ①簡便な会計処理 

・棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的に算定する方法によっております。 

・固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

 ②四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。 

  

(3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更 

 ①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用  

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）

を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、これによる当第１四半期連結会計期間の損益に与え

る影響はありません。 

 ②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用  

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ1百万円、税金等調整前四半期純利益は、26百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は68百万円であります。 

820

5,265

17,668

188,940

15,909

90,645

1,758

98,295

12,511 139,963

5,156 48,976

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,573 11,235

受取手形及び売掛金 33,128 59,327

商品及び製品 3,766 3,782

仕掛品 31,668 22,831

原材料及び貯蔵品 1,624 1,426

繰延税金資産 4,892 3,043

その他 6,625 5,564

貸倒引当金 △634 △656

流動資産合計 90,645 106,555

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 42,882 43,368

機械装置及び運搬具（純額） 7,898 8,034

土地 9,390 9,113

建設仮勘定 461 633

その他（純額） 2,100 2,191

有形固定資産合計 62,734 63,341

無形固定資産 2,812 3,053

投資その他の資産   

投資有価証券 24,014 25,794

長期貸付金 382 383

繰延税金資産 5,819 4,857

その他 2,615 2,711

貸倒引当金 △84 △88

投資その他の資産合計 32,748 33,658

固定資産合計 98,295 100,053

資産合計 188,940 206,608



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,495 27,922

短期借入金 6,282 17,490

コマーシャル・ペーパー 26,000 30,000

未払法人税等 573 547

前受金 15,097 7,929

賞与引当金 2,053 4,694

製品保証引当金 35 46

受注損失引当金 648 493

繰延税金負債 3 －

その他 18,542 18,597

流動負債合計 90,730 107,722

固定負債   

長期借入金 23,762 19,791

退職給付引当金 21,635 21,147

役員退職慰労引当金 130 114

環境対策引当金 531 551

繰延税金負債 37 36

その他 3,135 3,111

固定負債合計 49,233 44,753

負債合計 139,963 152,475

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,070 17,070

資本剰余金 13,197 13,197

利益剰余金 15,116 19,244

自己株式 △146 △145

株主資本合計 45,237 49,366

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,461 3,530

繰延ヘッジ損益 △52 △51

為替換算調整勘定 △742 △871

評価・換算差額等合計 1,666 2,608

少数株主持分 2,071 2,157

純資産合計 48,976 54,132

負債純資産合計 188,940 206,608



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 23,298 20,111

売上原価 20,424 16,946

売上総利益 2,873 3,165

販売費及び一般管理費 8,262 7,689

営業損失（△） △5,388 △4,524

営業外収益   

受取利息 9 5

受取配当金 254 195

持分法による投資利益 45 147

その他 348 575

営業外収益合計 657 923

営業外費用   

支払利息 287 214

出向者関係費 258 204

減価償却費 117 110

その他 303 305

営業外費用合計 967 835

経常損失（△） △5,698 △4,436

特別利益   

貸倒引当金戻入額 7 18

その他 － 8

特別利益合計 7 26

特別損失   

投資有価証券評価損 31  

製品保証損失 219 －

早期割増退職金 － 270

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 24

その他 55  

特別損失合計 306 295

税金等調整前四半期純損失（△） △5,997 △4,704

法人税、住民税及び事業税 44 111

過年度法人税等 － 238

法人税等調整額 △2,599 △2,101

法人税等合計 △2,554 △1,751

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,443 △2,953

少数株主利益又は少数株主損失（△） △28 △7

四半期純損失（△） △3,414 △2,946



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △5,997 △4,704

減価償却費 1,819 1,741

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 △25

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,531 △2,658

退職給付引当金の増減額（△は減少） 618 487

受注損失引当金の増減額（△は減少） △191 154

製品保証引当金の増減額（△は減少） － △11

受取利息及び受取配当金 △264 △201

支払利息 287 214

持分法による投資損益（△は益） △45 △147

投資有価証券評価損益（△は益） 31 －

売上債権の増減額（△は増加） 31,453 33,341

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,087 △8,970

仕入債務の増減額（△は減少） △10,279 △6,010

その他 △1,171 △1,730

小計 8,661 11,480

利息及び配当金の受取額 293 217

利息の支払額 △290 △111

法人税等の支払額 △392 △293

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,272 11,293

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,073 △1,062

有形固定資産の売却による収入 0 12

投資有価証券の取得による支出 △1 △81

投資有価証券の売却による収入 － 140

その他 60 △251

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,013 △1,243

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △25,811 △11,690

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 23,000 △4,000

長期借入れによる収入 － 4,750

長期借入金の返済による支出 △292 △316

自己株式の取得による支出 △13 △0

配当金の支払額 △661 △651

少数株主への配当金の支払額 △15 △3

その他 42 127

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,752 △11,784

現金及び現金同等物に係る換算差額 68 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,575 △1,694

現金及び現金同等物の期首残高 3,122 11,180

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,697 9,487



 該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 

  

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：百万円）

  
社会システ
ム事業 

産業システ
ム事業 

エンジニア
リング事業 不動産事業 その他 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売上高 
    

(1）外部顧客に対する

売上高 
 12,986  3,686 1,926 754 3,945  23,298  － 23,298

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 
 1,346  656 49 65 2,260  4,379  (4,379) －

計  14,332  4,343 1,976 819 6,206  27,678  (4,379) 23,298

営業利益又は営業損失(△)  △2,880  △1,815 △800 304 △195  △5,388  (0) △5,388

  （単位：百万円）

  日本 アジア その他 計 消去又は全社 連結

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  20,419  2,515  363  23,298  －  23,298

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 395  373  5  774  (774)  －

  計  20,815  2,888  369  24,073  (774)  23,298

 営業利益又は営業損失(△)  △5,589  △12  △60  △5,662  273  △5,388

  （単位：百万円）

  アジア その他の地域 計 

 Ⅰ 海外売上高  5,035  1,729  6,765

Ⅱ 連結売上高  －  －  23,298

  Ⅲ 連結売上高に占める 

      海外売上高の割合(%) 
 21.6  7.4  29.0



  

〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別に事業部を置くなどして、取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「社会システム事

業」、「産業システム事業」、「エンジニアリング事業」及び「不動産事業」の4つを報告セグメントとしておりま

す。 

（各セグメントの内容） 

社会システム事業   発変電システム等の社会インフラに関連する製品・サービスを提供する事業 

産業システム事業   一般製造業向けを中心に、コンポーネント製品、動力計測システム製品及び無人搬送車等

           の製品・サービスを提供する事業 

エンジニアリング事業 メンテナンス事業 

不動産事業      不動産の賃貸に関する事業 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福利

厚生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円、売上原価のうち配分不能額

百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用 百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  （単位：百万円）

          報告セグメント        
その他

  
 （注）1

合計
調整額 

  
 （注）２ 

四半期連結損益
計算書計上額 
 （注）３   社会シス

テム事業 
産業シス
テム事業 

エンジニ
アリング
事業 

不動産事
業 小計

  外部顧客に対する 

 売上高 
 10,541  3,786 1,846 754 16,929 3,181  20,111  － 20,111

  セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
 648  957 91 65 1,763 2,083  3,847  (3,847) －

 計  11,190  4,743 1,937 820 18,693 5,265  23,959  (3,847) 20,111

 セグメント利益又は 

 セグメント損失(△) 
 △2,823  △923 △879 304 △4,323 △134  △4,457  (67) △4,524

△67 15 255

△339

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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